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――国家総動員体制下での原価計算制度の進展――
建 部 宏 明＊
I 序
これまでの一連の研究において，私は「わが国の原
価計算制度には異なる 2つの出発点（明治期の財政会
計制度，ドイツ原価計算制度）があり，これに伴い 2
つの系譜（財政会計制度を源流とする系譜およびドイ
ツ原価計算制度を源流とする系譜）が形成され，やが
てこれが一本化され，現行原価計算基準に至った」と
論じた1）。これまで研究対象としてきたのは財政会計
制度を源流とする原価計算制度の系譜であり，ドイツ
原価計算制度を源流とする原価計算制度の系譜に関す
る詳細な研究論文は今のところ未発表であるが，昭和
8年の「原価計算基本準則」，昭和 12年の「製造原価
計算準則」（以後，「製造準則」と略称する），昭和 14
年の「陸軍軍需品工場事業場原価計算要綱」（以後，
「陸軍要綱」と略称する）がこの系譜に相当する。「原
価計算基本準則」および「製造準則」はドイツの原価
計算制度に範をとったものであり，さらに「陸軍要
綱」は「製造準則」に準拠したと言われている。した
がって，昭和 8年頃から 14年の時期に，わが国の原
価計算制度はドイツ原価計算制度を模範として作成さ
れたのである。
このように，わが国の原価計算がドイツ化した理由
として，過去の自らの研究では，次の理由を列挙し
た2）。
1．英米の原価計算文献の研究に飽きた進取の気性
を有する研究者たちは，ドイツ原価計算文献へと
研究の重点を移行していった。
2．理論的厳密さが，わが国の国民性に適合した。
3．わが国が大陸侵略化政策を取ったために，英米
との仲が険悪となり，そのかわりに同じ路線を目
するドイツときわめて親密になった。
4．ドイツの経済環境とわが国の経済環境が似てい
た。
これらはどれも表面上生じた結果である。すなわ
ち，どのような経緯でドイツ原価計算（理論および制
度）がこの時期にわが国に導入されたのか，そしてそ
の後，それがいかなる意味を持っていたかに対する考
察は，これまでの研究ではきわめて脆弱であったと言
わざるを得ない。今後，ドイツ原価計算制度を源流と
する原価計算制度の系譜を考察するにあたって，わが
国原価計算のドイツ化についての理由付けを再構築す
る必要に迫られている。
昭和 12年以降に目を向けると，日中戦争勃発後，
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計算制度の構築が政府（とくに陸軍）主導で進められ
ていく。まず，私の関心は「陸軍要綱」，その制定基
礎となった「軍需品工場事業場検査令」，さらにこの
親規程である「国家総動員法」に向いた。このとき，
「国家総動員法」の考察の過程で，総動員思想の存在
を知った。また，その関連で荒川憲一『戦時経済体制
の構想と展開』（岩波書店，平成 23年），纐纈 厚
『総力戦体制研究』（三一書房，昭和 56年），柳澤 治
『戦前・戦時日本の経済思想とナチズム』（岩波書店，
平成 20年）などの著作に出会い，アウタルキー（独
Autarkie，英 autarky，自給自足経済），資本主義経済
の破たんと修正，ファシズム（全体主義），総動員
（総力戦），統制経済，戦時経済など，これまで有して
こなかったさまざまな視点，すなわち経済史的視点，
社会思想史的視点，軍事史的視点などの存在を知っ
た。とくに，これらの視点で原価計算制度の進展を分
析すると，「なぜ日本が戦争したか」の議論をベース
にしなければならないとも感じた3）。
社会経済的背景を基礎としたわが国原価計算のドイ
ツ化へのきっかけに関する概略は，次のとおりであ
る。
わが国に古来未曾有の大恐慌が訪れ，人々が困窮す
るなかで資本主義の欠点が露呈し，これを機会に資本
主義の修正志向が強まった。これを受けて，産業合理
化運動を通じて政府は自由競争を抑制するために国家
が市場に介入できる体制づくりに着手した（統制経済
への転換）。また，不況により経済的に困窮した農民
を救済するために，満州へ移民する政策がとられた
（ブロック経済圏の形成）。他方で，第 1次世界大戦を
詳細に調査した軍部には，将来起こる戦争をイメージ
した国民総動員思想やアウタルキー思想が芽生えた
（戦時経済への構想）。これらはやがて一体化（戦時統
制経済）し，これが基本思想（不況対策，アウタル
キーの確立，国民総動員の準備）となり，満州事変，
日中戦争，太平洋戦争へと突き進む。このとき，戦争
遂行のために国家総動員体制が構築され，生産力拡
大，動員計画，能率の向上，低物価への抑制などが政
府の経済政策として推し進められた。これらの政策を
実現する手段の一つとして原価計算が用いられた。な
ぜならば，原価計算は製造工程の合理化（生産力拡
大，工程管理，能率の向上），原価の算定（動員計画
の策定，価格設定，価格比較，低物価への抑制）を可
能にする手段であったからである。このとき，制度づ
くりの模範としたのがドイツのそれであった。
これまで，原価計算のドイツ化については，おもに
原価計算それ自体を対象とした考察しか行ってこな
かった。しかしながら，上述の多角的な視点からは，
ドイツ化によって特徴づけられる総動員体制下におけ
るわが国原価計算制度の進展が，より明確にかつ深層
から描けるのではないだろうか。そこで，先に列挙し
た 3冊の論攷から得た知見をまとめ，これを今後の研
究に活かすために，本研究ノートを記した。
II 経済史的視点からの分析
本視点からのストーリーの始まりは世界大恐慌であ
り，これは資本主義の破たんであるとみなされた。こ
の時期を境に，資本主義経済の再編成・転換が議論さ
れるようになった。すなわち，「一九二〇年代末から
第二次世界大戦にいたるこの過程は－中略－その前か
ら始まる世界的な資本主義経済体制の転換と，この世
界的状況に密接に関連する日本資本主義自体の変質や
危機と不可分の関係にあった」と評されている4）。ま
た，資本主義経済の破たんは『統制経済の理論』（昭
和 13年）において，本位田に「今や自由主義経済の
弔鐘は至る所に鳴り響いてゐる」と言わしめた5）。
こうした資本主義の危機に対して，「ナチズムやナ
チス的な経済体制は，自由放任主義的な資本主義の転
換とその改造の現代的・特徴的事例として受け止めら
れ，日本の政策構想に重大な影響を与えることになっ
た」と言われている6）。
19世紀の後半から資本主義経済の繁栄を謳歌して
きた先進諸国は，恐慌に見舞われた。日本は第 1次世
界大戦後の過剰生産に起因する戦後恐慌（大正 9
年），関東大震災によって生じた震災恐慌（大正 12
年）に相次いで襲われた。その後，1929年（昭和 4
年）10月に，アメリカの株価の大暴落に始まった恐
慌が世界中に波及し，日本でも昭和 5年ごろから大き
な影響を受けはじめ，未曽有の不況に襲われた（昭和
恐慌）。この不況の打開策として，政府は商工省に臨
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時産業合理局（昭和 5年）を設置し，不況を乗り切る
具体的な方策として，産業合理化による企業の活性
化，規格の統一化などを目指した産業合理化運動を展
開した。この運動の下で，各企業は不況から脱するた
めに可能な限りの合理化を進め，自社存続の基盤強化
に努めるとともに，市場における過度な競争を抑止す
る必要性も生じた。そこで，「重要産業ノ統制ニ関ス
ル法律」（昭和 6年 3月 31日，法律第 40号，以後，
「重要産業統制法」と略称する）が制定され，カルテ
ル・トラストの結成の推進，企業間の過剰な競争の排
除，生産量および価格の統制が試みられた7）。当然の
ことながら，企業結合がもたらす市場の独占は独占価
格を生むと考えられるので，これを制御する国家の統
制が不可欠となる。したがって，この法律には，必要
ならば，政府が市場に介入できる旨が規定されてい
た。これは同法が政府の産業統制政策への足掛かりと
なったと言われるゆえんである。これまでの私の研究
では，産業合理化を一企業内および一業種内の能率の
向上という側面でしか考察してこなかったが，大局的
には産業合理化運動は国家レベルでの経済統制の試み
であると捉えるべきであろう。
臨時産業合理局の顧問で，「重要産業統制法」の制
定に大きくかかわった松岡均平は，資本主義を統制
し，新たなる段階を創出していくために，企業の統制
的協定を認め，国家がこれを監督するという事例とし
て，とりわけドイツの 1923年のカルテル令に注目し
た8）。彼はカルテルを認めつつ，その濫用防止のため
の監督・取締りを可能にするドイツの立法を重視し
た。くわえて，彼は「カルテルのもつ共同性，調整的
役割，合理化促進的機能を評価するドイツ人学者の学
説を受け入れて，重要産業統制法を積極的に意義づけ
よう」と試みた9）。
それでは，産業統制のきっかけとなったと言われる
統制団体の結成を促進する「重要産業統制法」を見て
いきたい。以下は，第 1条から第 3条までの条文であ
る10）。
「第一條 重要ナル産業ヲ営ム者生産又ハ販売ニ
関シ命令ノ定ムル統制協定ヲ為シタル場合ニ於テ同
業者二分ノ一以上ノ加盟アルトキハ命令ノ定ムル期
間内ニ之ヲ主務大臣ニ届出ヅベシ之ヲ変更廃止シタ
ルトキ亦同ジ」
「第二條 主務大臣前条ノ統制協定ノ加盟者三分
ノ二以上ノ申請アリタル場合ニ於テ当該産業ノ公正
ナル利益ヲ保護シ国民経済ノ健全ナル発達ヲ図ル為
特ニ必要アリト認ムルトキハ統制委員会ノ議ヲ経テ
当該統制協定ノ加盟者又ハ其ノ協定ニ加盟セザル同
業者ニ対シテ其ノ協定ノ全部又ハ一部ニ依ルベキコ
トヲ命ズルコトヲ得」
「第三條 主務大臣第一条ノ統制協定ガ公益ニ反
シ又ハ当該産業若ハ之ト密接ナル関係ヲ有スル産業
ノ公正ナル利益ヲ害スト認ムルトキハ統制委員会ノ
議ヲ経テ其ノ変更又ハ取消ヲ命ズルコトヲ得」
「重要産業統制法」の骨子は，上記に提示した 3つ
の条文を提示すれば，充分であるように思える。すな
わち，業者の統制協定の容認と届出，統制協定を締結
していない業者への協定参加への（政府からの）勧
告，消費者の公正な利益を害するときの政府の介入が
示されている。
このように，大不況の到来を機に，資本主義への批
判が高まり，政府の政策も自由競争を抑えるような資
本主義の修正，すなわち修正資本主義へと大きく舵が
切られたのである。その始まりが，ドイツを模範とし
た「重要産業統制法」であった。
昭和恐慌以降，とくに困窮した農民層を救済するた
めに，満州への移民が進められた。いわば，不況の解
決策を最初は満州ブロック経済の確立，後に大東亜共
栄圏の確立に求めた。日本では，明治初期より人口増
加が社会問題化しており，このため，移民政策は国策
として以前から始まっており，世界各国に日本人が移
住していた。日露戦争によって，関東州の租借権，長
春より南の鉄道の営業権（南満州鉄道）を得ると，関
東州に住む日本人と鉄道を警備するための軍隊（関東
軍）が常駐した。さらに，満州拓殖株式会社（昭和
10年設立）を前身として，昭和 12年に満州拓殖公社
が設立され，農地の確保や資金融通が行われた。こう
して，満州への投資が一層進み，国策により数多くの
日本人が満州に移民し，「満蒙は日本の生命線」であ
ると言われた。しかしながら，強引な移民政策は地元
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住民の感情を逆なでし，排日・反日運動をまねく。
満州事変から日中戦争に至る過程で，経済統制への
動きが加速する。日中戦争が勃発した昭和 12年に
「輸出入品等ニ関スル臨時措置ニ関スル法律」（9月 10
日，法律第 92号），「臨時資金調整法」（9月 10日，
法律第 86号），「軍需工業動員法の適用に関する法律」
（後述する）の 3つの統制法が制定された。そして，
昭和 13年には「国家総動員法」（4月 1日公布，法律
第 55号）が制定され，同年 5月 5日に施行された。
それはあらゆる経済活動を戦争目的に動員する（総力
戦体制構築する）権限を政府へ委ねる法律であった。
また，戦争運営のために軍需産業などに国民を強制的
に従事させる「国民徴用令」（昭和 14年 7月 7日，勅
令第 451号）なども翌年に公布された。昭和 12年に
設立された企画院は，国家総動員を遂行するうえで中
心的な機関であると位置づけられた。
「国家総動員法」の特徴は，第 1条に表わされてい
る11）。
「第一條 本法ニ於テ国家総動員トハ戦時（戦争ニ
準ズベキ事変ノ場合ヲ含ム以下之ニ同ジ）ニ際シ国
防目的達成ノ為国ノ全力ヲ最モ有効ニ発揮セシムル
様人的及物的資源ヲ統制運用スルヲ謂フ」
同法における総動員物資として，「兵器，艦艇，弾
薬其ノ他ノ軍用物資」を始め，「被服，食糧，飲料及
飼料，医薬品，医療機械器具其ノ他ノ衛生用物資及家
畜衛生用物資，船舶，航空機，車両，馬其ノ他ノ輸送
用物資，通信用物資，土木建築用物資及照明用物資，
燃料及電力」などが列挙されている（第二條）12）。
また，総動員業務として，「総動員物資ノ生産，修
理，配給，輸出，輸入又ハ保管ニ関スル業務，国家総
動員上必要ナル業務（運輸・通信，衛生・家畜衛生・
救護，金融，教育訓練，試験研究，情報・啓発宣伝，
警備）」が列挙されている（第三條）13）。
次に，第 4条から第 7条までを列挙する14）。
「第四條 政府ハ戦時ニ際シ国家総動員上必要ア
ルトキハ勅令ノ定ムル所ニ依リ帝国臣民ヲ徴用シテ
総動員業務ニ従事セシムルコトヲ得但シ兵役法ノ適
用ヲ妨ゲズ」
「第五條 政府ハ戦時ニ際シ国家総動員上必要ア
ルトキハ勅令ノ定ムル所ニ依リ帝国臣民及帝国法人
其ノ他ノ団体ヲシテ国，地方公共団体又ハ政府ノ指
定スル者ノ行フ総動員業務ニ付協力セシムルコトヲ
得」
「第六條 政府ハ戦時ニ際シ国家総動員上必要ア
ルトキハ勅令ノ定ムル所ニ依リ従業者ノ使用，雇入
若ハ解雇，就職，従業若ハ退職又ハ賃金，給料其ノ
他ノ従業条件ニ付必要ナル命令ヲ為スコトヲ得」
「第七條 政府ハ戦時ニ際シ国家総動員上必要ア
ルトキハ勅令ノ定ムル所ニ依リ労働争議ノ予防若ハ
解決ニ関シ必要ナル命令ヲ為シ又ハ作業所ノ閉鎖，
作業若ハ労務ノ中止其ノ他ノ労働争議ニ関スル行為
ノ制限若ハ禁止ヲ為スコトヲ得」
これ以降，第 50条まで続くが，いずれも総動員
と称して政府が介入できるという仕組みを作り出す
ための条文である。
「国家総動員法」に基づいて，昭和 14年には「戦時
物価は原価に基づく価格形成の立場から公定されるべ
き」15）を主旨とした「物価統制大綱」（5月 5日，閣議
決定），同年「価格等ハ昭和十四年九月十八日ニ於ケ
ル額ヲ超エテ契約シ，支払ヒ又ハ受領スルコトヲ得
ズ」16）を主旨とした「価格等統制令」（10月 18日，勅
令 703号，通称：価格停止令）がそれぞれ公布され
た。
日本で作成された「国家総動員法」は「米仏と異な
り，民主主義的な方式を排除し，全体主義的な原則」
を採用したのであり，1933年のナチス・ドイツの
「授権法」をモデルとしたという17）。ただそのとき，
独裁者を生んだドイツの先例の轍を踏まないように，
日本型国防体制を作り上げた18）。
国家総動員体制の確立は，資本主義的な経済体制の
変革が必要であり，それゆえ日本経済の機構的改造を
課題とする経済新体制の問題が登場する。これに伴う
「経済新体制確立要綱」は，第 2次近衛内閣によって
昭和 15年 12月 7日に閣議決定された目指すべき経済
体制を示した要綱である。これは昭和 15年 7月 26日
に閣議決定された政策である「基本国策要綱」に基づ
108
いた経済体制である。
「基本国策要綱」は一，根本方針，二，国防及外
交，三，国内体制ノ刷新より構成されており，次のよ
うな前文が添えられていた19）。
「世界ハ今ヤ歴史的一大転機ニ際会シ数個ノ国家
群ノ生成発展ヲ基調トスル新ナル政治経済文化ノ創
成ヲ見ントシ，皇国亦有史以来ノ大試錬ニ直面ス，
コノ秋ニ当リ真ニ肇国ノ大精神ニ基ク皇国ノ国是ヲ
完遂セントセハ右世界史的発展ノ必然的動向ヲ把握
シテ庶政百般ニ亘リ速ニ根本的刷新ヲ加ヘ万難ヲ排
シテ国防国家体制ノ完成ニ邁進スルコトヲ以テ刻下
喫緊ノ要務トス，依ツテ基本国策ノ大綱ヲ策定スル
コト左ノ如シ」
「基本国策要綱」は次の 5つを「三，国内態勢ノ刷
新」として挙げている20）。
1．国体ノ本義ニ透徹スル教学ノ刷新ト相俟チ自
我功利ノ思想ヲ排シ国家奉仕ノ観念ヲ第一義ト
スル国民道徳ヲ確立ス尚科学的精神ノ振興ヲ期
ス
2．強力ナル新政治体制ヲ確立シ国政ノ総合的統
一ヲ図ル
3．皇国ヲ中心トスル日満支三国経済ノ自主的建
設ヲ基調トシ国防経済ノ根基ヲ確立ス
4．国是遂行ノ原動力タル国民ノ資質，体力ノ向
上並ニ人口増加ニ関スル恒久的方策特ニ農業及
農家ノ安定発展ニ関スル根本方策ヲ樹立ス
5．国策ノ遂行ニ伴フ国民犠牲ノ不均衡ノ是正ヲ
断行シ厚生的諸施策ノ徹底ヲ期スルト共ニ国民
生活ヲ刷新シ真ニ忍苦十年時難克服ニ適応スル
質実剛健ナル国民生活ノ水準ヲ確保ス
「基本国策要綱」に基づいた「経済新体制確立要綱」
は第一，基本方針，第二，企業体制，第三，経済団体
より構成されており，冒頭には第一，基本方針とし
て，次のように規定されていた21）。
「日満支ヲ一環トシ大東亜ヲ包容シテ自給自足ノ
共栄圏ヲ確立シ，其ノ圏内ニ於ケル資源ニ基キテ国
防経済ノ自主性ヲ確保シ官民協力ノ下ニ重要産業ヲ
中心トシテ総合的計画経済ヲ遂行シ以テ時局ノ緊急
ニ対処シ国防国家体制ノ完成ニ資シ依ツテ軍備ノ充
実国民生活ノ安定国民経済ノ恒久的繁栄ヲ図ラント
ス」
これを実現するためには，次の 2点が前提とな
る22）。
「（一）企業体制ヲ確立シ資本，経営，労務ノ有機
的一体タル企業ヲシテ国家総合計画ノ下ニ国民経済
ノ構成部分トシテ企業担当者ノ創意ト責任トニ於テ
自主的経営ニ任ゼシメ其ノ最高能率ノ発揮ニ依ツテ
生産力ヲ増強セシメ（二）公益優先，職分奉公ノ趣
旨ニ従ツテ国民経済ヲ指導スルト共ニ経済団体ノ編
成ニ依リ国民経済ヲシテ有機的一体トシテ国家総力
ヲ発揮シ高度国防ノ国家目的ヲ達成セシムルヲ要
ス」
この要綱の大枠は，条文からも読み取れるように，
日満支の経済ブロックを中心に据え，大東亜を包容し
て自給自足の共栄圏を確立し，その圏内における資源
で国防経済の自主性を確保し，官民協力の下に重要産
業の総合的計画経済を遂行することによって，国防国
家体制を完成することであった。この条文はアウタル
キーの確立をめざしたものであり，これは恐慌から自
国の経済を守るためにブロック経済を形成しようと試
みるアウタルキーの経済的側面である23）。
「経済新体制確立要綱」は新しい経済体制の実現を
目指していたが，「戦時的ないし時局的な状況への一
時的な政策的対応としてばかりではなく，同時に世界
恐慌，ブロック経済，再軍備という世界経済的な転換
と，自由主義的な資本主義経済への行き詰まりへの対
応という段階的な課題を含む」ものであった24）。ま
た，新体制のイデオロギーは「ナチスのイミテーショ
ン」であり，このナチス的要素は公益優先原則，指導
者原理，経済団体組織化にみられるという25）。
さらに，昭和 16年には「経済新体制確立要綱」の
趣旨に基づいて「重要産業団体令」（8月 31日，勅令
831号）が制定された26）。「重要産業団体令」は統制
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会・統制組合の根拠となる勅令である。これは「経済
新体制確立要綱」を実現するための具体的方策であ
り，重要産業別に設立した新経済団体を通じて，官民
一体の協力体制の下に統制を強化する目的をもち，新
経済団体は国家目的を一義的に遂行する27）。
このように，資本主義の修正そして戦争に至る経済
的対応を，民主主義的な考え方をベースにした英米仏
の経済体制より，全体主義的，すなわち非民主主義的
な考え方をベースにしたドイツの経済体制が模範とさ
れたと言えよう。資本主義的な国家的経済統制の事例
は世界中見渡しても，何よりもドイツにおいて実施さ
れつつあった。それゆえ，ナチス・ドイツの統制的な
経済体制に対して重大な関心を寄せたのである28）。さ
らに，この時期は，次のように叙述されていた29）。
「日中戦争（「日支事変」）の勃発とともに総動員
法のいう「戦時」に準じた「事変」が始まり，一九
三八年以降は，その「長期化」が明白となってい
た。にもかかわらず総動員法は，「事変」への対応
としてばかりでなく，予想される「将来戦」，すな
わち本格的な「総力戦」への準備的体制（第一段
階）としての「国防経済体制」として認識された。
それは経済新体制を経て結果的に（そしてまさに意
図的に）一九四一年二一月の太平洋戦争（本格的総
力戦）に連続していくことになる。太平洋戦争を本
格的な総力戦とするならば，この時期はまさにそれ
への計画された「準備的」な第一段階であったので
ある。」
経済史的視点からは，資本主義の破たんに対応すべ
く国家の市場介入を企図した法律が制定され，満州事
変から日中戦争に至る間に，経済統制体制はさらに強
化され，やがて将来の戦争を想定した総動員体制へと
移行した。このとき，わが国が模範とした経済体制は
ドイツのそれであった。
III 軍事史的視点からの分析
「昭和史の根底には“赤い夕陽”の満州があった」，
これは半藤一利『昭和史 1926年－1945年』において
描写された昭和の幕開けを示す象徴的なフレーズであ
る30）。日本は日清・日露戦争を通じて中国大陸へ進出
し，大正末から太平洋戦争終戦までの約 25年間は，
中国大陸を軸に日本の歴史が進行していく。
明治維新後，陸軍は富国強兵政策の下で，その地歩
を進めてきた。その後，日清・日露戦争を経て次第に
戦力を増強し大陸進出への足掛かりを作り，やがて陸
軍は国家存亡の戦争へと向かっていく。第 1次世界大
戦前は軍人が日本経済を視野に入れて日本の将来につ
いて発言することはなかったが，やがて政治を主導し
ていくようになる31）。このきっかけの一つは，第 1次
世界大戦を目の当たりにした陸軍将校たちの危機意識
から生じたと言われている。
それは 1921年（大正 10年）のドイツのバーデン・
バーデンにおける若きエリート将校の会合（バーデ
ン・バーデンの密約）である。そこには欧州出張中の
岡村寧次，スイス公使官付武官の永田鉄山，ロシア大
使館付武官の小畑敏四郎がいた（この 3人に当時ドイ
ツに駐在していた東条英機を加え 4人であったとも言
われている）。彼らは古い体質の陸軍の刷新を確認し
合い，さらにヨーロッパにおける第 1次世界大戦から
得た教訓をベースにして新しい戦争の在り方を模索し
た。
第 1次世界大戦はそれまでの戦争観を一新した。す
なわち，それは武器を中心とした武力戦のみならず，
国民の総力を結集した経済戦の必要性を見せつけた。
広範囲に掘られた塹壕は戦況を膠着させ，各交戦国を
泥沼の長期戦へと引きずり込んでいった。この理由と
しては，交戦諸国が産業革命を経ており，高い生産能
力を有しているがゆえに，前線で消耗した物資は絶え
ず後方から供給可能であったことが挙げられる。した
がって，前線での消耗に見合った後方支援ができなく
なってはじめて，勝負が決するのである。これが，総
力戦である。若い将校たちはこれをかなり深刻に受け
止め，国民全体的な経済体制（総動員体制）の構築を
構想した。これについては，「日本ファシズム研究の
なかで，戦前における社会体制のファシズム化の契機
を，第一次世界大戦で出現した総力戦段階に対応する
総力戦体制構築という点に求める考えが有力になりつ
つある」とされる32）。
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第 1次世界大戦中から大戦後にかけて，陸軍は西欧
列強の軍事に関する調査研究のための臨時軍事調査委
員の増員や調査員を欧州諸国へ派遣し，熱心に大戦を
調査した。それらの調査報告は，参謀本部「全国動員
計画必要ノ議」（大正 6年 9月），臨時軍事調査委員
（陸軍省）「参戦諸国の陸軍に就いて（第 1版）」大正
6年 1月，以降 5版まで公刊される），小磯国昭『帝
国国防資源』（大正 6年 8月）などである33）。
結局，第 1次世界大戦を契機に生じた「いかに戦争
経済を運営していくかの議論」は，結果として戦時に
おける軍事関係の民間設備の使用（これを動員と称し
ている）に関する法律を生んだ。これが大正 7年に公
布された「軍需工業動員法」（4月 16日，法律第 38
号），および「軍需品供給ニ関スル工業動員ノ件」（6
月 5日，内閣訓令第 1号）であり，さらに「軍需工業
動員法」を組織的に運営実行するために，同年に軍需
局が設置された。
「軍需工業動員法」の要旨は「政府ハ戦時ニ際シ軍
需品ノ生産又ハ修理ノ為必要アルトキハ左ノ各号（7
項目の軍需品を列挙している－筆者）に掲クル工場及
事業場竝其ノ附属設備ノ全部又ハ一部ヲ管理シ使用シ
収用スルコトヲ得」に凝縮されており，有事における
工業能力の増進，軍需品の自給自足を目的としてい
る34）。したがって，「軍需工業動員法」は「戦時での
必要諸資源を平時に明らかにしておくことで，その不
足資源に対して諸工業に保護奨励を与え，その充実を
図ることによって戦時に即応できる体制を確立」する
ものであった35）。
バーデン・バーデンの会合後，メンバーは陸軍改革
のための同志を募り，当初は二葉会（大正 10年～）
や木曜会（昭和 2年～）を立ち上げ，以後一夕会（昭
和 4年～）を組織した。ここには河本大作，石原莞
爾，板垣征四郎，鈴木貞一，田口廉也，山下奉文など
昭和史に名を残す軍人たちが参画した。彼らは軍の刷
新のみならず，国家改造を目指しており，「軍人」と
いう枠組みを超え，組織内で政治的な言動を繰り返す
ようになる。その後，一夕会は陸軍改革を実行するた
めに，上の世代から実質的な権限を奪い，やがて人事
権を掌握していく。しかしながら，こうして権力を
握っていく過程において，一夕会の趣旨にはメンバー
間の合意が存在したが，具体的な方法となるとメン
バー間に大きな意見の相違が生じた。やがて，これが
陸軍内部の派閥抗争の温床となる。
ここで，満州事変から日中戦争に至る間に公表され
た 2冊の小冊子，『建国の精神と日本民族の覚悟』と
『国防の本義と其の強化の提唱』を通じて，軍人の思
想を垣間見たい。
昭和 7年に，池田秀雄，小磯国昭共述『建国の精神
と日本民族の覚悟』が発刊された36）。この本は前半に
は池田「建国の精神と国民の覚悟」，後半には小磯
「満蒙問題の重要性と日本民族の覚悟」が収録されて
いる。小磯は他国の干渉なしに満蒙問題の解決こそ
が，日本民族に要求されることを論じている。ここに
は，かなり強硬な満洲への政策が示されており，いわ
ば戦争による解決を示唆している。
昭和 9年に，『国防の本義と其の強化の提唱』が陸
軍新聞班によって発行された。「たたかひは創造の
父，文化の母である」で始まる本文は多くの著書や論
文で紹介されており，後の国防国家建設の基礎となる
ものとして位置づけられている37）。これは池田純久の
手によるものであるとされているが，永田鉄山も指導
的な役割を果たした。以下は『国防の本義と其の強化
の提唱』の構成である38）。
一 国防観念の再検討
二 国防力構成の要素
三 現下の国際情勢と我が国防
四 国防国策強化の提唱
五 国民の覚悟
『国防の本義と其の強化の提唱』は「陸軍にとりい
まだ経済的現実に対し能動的な働きかけを意欲し得た
環境のなかで，日中戦争勃発以降，さらに決定的には
日独伊三国同盟の成立以降，それまでの原料・資材な
らびに技術の面での米英資本主義への依存から離脱し
て，確立しなければならなくなる「自主的国防経済」
の必要性を先取りした点にあった」と評価されてい
る39）。また，「永田鉄山が一貫してとりくんできた国
家総動員構想という，すべてを戦争のための歯車にし
てやまないグランドデザインを肉付けし，発展させた
ものであった」とも評されている40）。
上記 2つの小冊子は，満州事変から日中戦争へ至る
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戦争への準備を国民に覚悟させる世論形成の狙いが
あったと思われる。
一夕会のメンバーであり，ひときわ過激な戦争観を
持つ石原莞爾が関東軍指令部に着任した41）（昭和 3
年）。彼は満州全域を支配するという自らの青写真を
実現していくように，南満州鉄道の柳条湖近くの線路
爆破を謀略し，これを口実に関東軍が満州全土に展開
した（満州事変）。これは，歴史が語るように，関東
軍の独断専行であり，政府にとって満州をめぐる政策
は不況打開策の一つであったが，陸軍にとって満州は
来たるべき戦争に備えて確保するべき資源を有してい
るなどの軍事拠点というべき地域であった。すなわ
ち，「満蒙の資源は対米戦の補給の源泉となりうるほ
ど豊富であり，自給自足が可能である」とされてお
り，「満蒙がアウタルキーを成立させる地」であると
考えられていた42）。
日露戦争後，鉄道警備などの名目で駐留させた軍隊
は，満州事変以降，アウタルキー確立のために，満州
全土へと支配を広げていく。このときのアウタルキー
の考え方はドイツに倣った。ドイツでは地勢上，自給
経済の構築が戦争継続のためには不可欠であり，アウ
タルキーの構築が不可欠であった。同様に，日本も資
源のない国であり，将来の戦争状態に備えて，アウタ
ルキーを構築しなければならなかった。
石原莞爾が組織した日満財政経済研究所（以後，日
満財経研と略称する）では，「社会主義的なソ連モデ
ルではなく，資本主義を前提にしたナチス・ドイツの
国防経済体制，その統制経済体制こそが日本の現実的
なモデルとなりうるもの」とされ43），そこで，日満財
経研は，ナチス経済法，4か年計画（1936年），ドイ
ツ軍需工業の状況などのナチス・ドイツの経済体制，
経済政策・構想を調査し，それらを背景とするドイツ
の戦争経済論（準戦時経済・国防経済論）を詳しく研
究したという44）。
昭和 12年には，先（大正 7年）に制定された「軍
需工業動員法」で規定された戦時を日中戦争に適用す
ることを示す「軍需工業動員法の適用に関する法律」
（9月 8日，法律第 88号）が公布された。さらに，同
年「工場事業場管理令」（9月 24日，勅令第 528号）
も公布された。当該管理令の目的は「軍需工業動員法
第二條ノ規定ニ依ル工場及事業場竝ニ其ノ付属設備ノ
管理」（第一條）にある45）。ここでの管理は主務大臣
が「軍需品ノ生産若ハ修理ニ要スル原料，燃料，電力
若ハ動力ノ生産，修理又ハ発生ニ関シ当該工場事業場
ノ業務ニ付事業主ヲ指揮監督」（第六條）できること
を意味する46）。
二・二六事件（昭和 7年）から日中戦争開始（昭和
12年）までの期間には，総力戦を想定した国防経済
体制の理論的な構築が試みられ，そのために必要な法
整備である「国家総動員法」の制定準備が行われた。
来たるべき戦争に備えて，「平時において，将来起こ
るべき（あるいは起こすべき）総力戦への準備として
軍事力とそれを支える生産力の拡充と経済力の動員の
諸条件を整備する独自な体制を自分たちで構想し計画
する必要があった」のである47）。日中戦争開始前後は
準戦時経済体制下，太平洋戦争勃発後は戦時経済体制
下として，総力戦を想定した国防体制が計画段階から
実施段階へと具体化していった。ここで，国防経済と
は「アジアでの侵略戦争を遂行しつつ同時に，総力戦
を想定・準備して平時経済を編成替えし，総力戦体制
に容易に移行できる独自な経済体制の構築」であ
る48）。この国防経済体制の構想と計画に深く関与した
のが，日満財経研であり，ここで作成された計画と構
想は，企画院に受け継がれ，太平洋戦争に向かう戦争
経済体制の確立を助長した。これは資本主義的な国家
的経済体制のモデルとしてナチス・ドイツの統制的な
経済体制が選択されたのであり，ドイツの考え方のほ
うが，「広域アウタルキー的な国防経済体制と経済統
制・経済動員の構想の基本的な観点方向性・枠組みに
関してより適切な「方法論」と理論を提供した」ので
ある49）。
軍事史的視点からは，来たるべき戦争への総動員体
制や資源確保のためのアウタルキーの確立が構想さ
れ，満州事変から日中戦争を通じて，これが徐々に実
現され，やがて太平洋戦争へと進んだ。このとき，基
本とされたのはドイツの経済思想であった。
IV ドイツに傾倒した原価計算制度の展開
これまで，経済史的視点と軍事史的視点からドイツ
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化を検討してきたが，これとわが国原価計算制度との
関連を考察していきたい。
ドイツの経済体制が日本の統制経済体制および国防
経済体制（戦時経済体制）のモデルになったことは上
述のとおりである。したがって，カルテル下における
価格の決定，軍需物資の調弁価格決定などの問題がド
イツ同様に日本でも生じた。当然のことながら，これ
もドイツの価格政策が模範となった50）。わが国でも，
ドイツの価格政策の研究がすすめられ，次のような価
格政策に関する文献が出版公表された（下記は典型的
なドイツ価格政策の研究書の一部である）。
1．松本雅男「ドイツに於ける戦時価格統制（調査
研究第六十三輯）」彦根高等商業学校調査課，昭
和 13年 2月。
2．松本雅男「ナチス統制価格の基準（調査研究第
六十輯）」彦根高等商業学校調査課，昭和 13年 7
月。
3．松本雅男『統制価格論』森山書店，昭和 14年。
4．日本経営会編『価格統制』同文館，昭和 15年。
5．「ナチス・ドイツの価格統制」生産拡充研究会調
査部，昭和 15年 3月。
6．山城 章『価格統制の研究』日本評論社，昭和
15年。
7．黒澤 清『価格形成と原価計算』大東書館，昭
和 16年。
8．本領信治郎訳（ドクトル・マイエル著）『ドイツ
戦時経済叢書 第 7 戦時経済下の価格形成』日
本電報通信社出版部，昭和 17年。
さらに，東京商工会議所でも，次のようなドイツの
価格政策に関する調査報告書が公表されていた。
1．商工調査 第 50号「ハインツ・ミュルレンジー
フエン，ヴォルフラム・デーリンケル著，東京商
工会議所訳 独逸に於ける新カルテル法令と価格
取締令」東京商工会議所，昭和 9年 11月。
2．商工調査 第 65号第 3巻「各國統制經濟に関す
る調査 第三巻 獨逸商工經濟の團體機構統制」
東京商工会議所，昭和 11年 9月。
3．商工調査 第 65号第 4巻「各國統制經濟に関す
る調査 第四巻 ナチスの價格統制」東京商工会
議所，昭和 12年 3月。
4．商工調査 第 77號「ナチス獨逸の新物價政策」
東京商工會議所，昭和 13年 9月。
ドイツでは 1933年に始まる第 1次 4か年計画の下
で，消極的な価格監視が行われたが，1936年（昭和
11年）に第 2次 4か年計画が開始されると，同年に
価格形成監理官が置かれ，積極的な価格監視へと移行
した。これは「再軍備計画に対応する価格の価格政策
を全面的に展開できる強力な統制機関」であった51）。
また，同年「価格停止令」が公布された。このとき，
価格の基準として「概ね価格が過大な利潤を含んでは
ならず，また過度に低廉であってはならないというも
の」であり，適当な価格を設定しなければならなかっ
た52）。そのためには，原価計算の実施が不可欠であ
り，くわえて原価計算方式の統一が要求された。ま
ず，簿記，原価計算，財務計算制度の統一が，1937
年の「簿記組織準則」で行われ，その後，1938年の
「公用注文品価格形成準則」（RPÖ）と「公用品注文者
に対する給付原価基準価格算定令」および第 1條附録
「公用品注文者に対する給付原価基準価格算定要綱」
（LSÖ），1939年に「原価計算総則に関する経済大臣
及び価格形成国家委員訓令」，「原価計算総則」
（AGK）が公布された53）。原価計算制度の確立は，一
方では個別企業の経済性の向上，他方では産業部門ご
との経営比較，適正価格設定の基礎，価格安定に貢献
することが目指された。ピグー（Pigou, A. C.）が著
した『戦争の政治経済学』（The Political Economy of
War , Macmillan & Co, London, 1921.）の第 11章にお
いても，価格政策が論じられており，これは「価格統
制が戦時経済の最も困難な問題の一つである」と指摘
されている54）。
それでは，わが国における価格政策の展開を「国家
総動員法」の制定時からみていきたい55）。
「国家総動員法」が制定され，同法のための中枢機
関とされる企画院の設置が陸軍の要望で設置された。
この「国家総動員法」の第 19条および第 31条には，
次のような規定が盛り込まれていた56）。
「第十九條 政府ハ戦時ニ際シ国家総動員上必要
アルトキハ勅令ノ定ムル所ニ依リ価格，運送賃，保
管料，保険料，賃貸料又ハ加工賃ニ関シ必要ナル命
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令ヲ為スコトヲ得」
「第三十一條 政府ハ国家総動員上必要アルトキ
ハ命令ノ定ムル所ニ依リ報告ヲ徴シ又ハ当該官吏ヲ
シテ必要ナル場所ニ臨検シ業務ノ状況若ハ帳簿書類
其ノ他ノ物件ヲ検査セシムルコトヲ得」
第 19条では原価計算の実施，第 31条ではその結果
の報告および検査を示唆しており，この 2つの規定に
基づいて，昭和 14年 10月 16日に「軍需品工場事業
場検査令」（以後，「検査令」と略称する）が発布され
た。「検査令」第 4条には，原価計算の実施に関して
次のように規定されていた57）。
「第四條 陸軍大臣又ハ海軍大臣必要アリト認ム
ルトキハ命令ノ定ムル所ニ依リ工場事業場ノ事業主
ニ対シ軍需品又ハ其ノ原料若ハ材料ノ原価ニ関シ計
算ヲ為サシムルコトヲ得」
この第 4条が示すところによれば，軍需品は「軍ノ
命令又ハ契約ニ基キ清算又ハ修理ヲ為ス兵器其ノ他ノ
軍用ニ供スル物資」をいい58），軍需品調達の適性を図
るために，軍需品工場事業場は原価計算を実施し，こ
れを報告し，これに関する検査が行われるようになっ
た59）。
この「検査令」に対して施行細則が制定され，その
別冊として「陸軍要綱」や「海軍軍需品工場事業場原
価計算準則」（以後，「海軍準則」と略称する）」が制
定された（本稿では「陸軍要綱」のみを考察対象とす
るので，「海軍準則」には触れない）。「陸軍要綱」
は，当時陸軍嘱託であった中西寅雄を中心とする研究
者チームが作成した。このとき，手本にしたのが，
「製造準則」である。「製造準則」はドイツの原価計算
制度のわが国への移植形態であると位置づけられてい
るのであり，Grundplan der Selbstkostenrechrung
（第 1 案：1920 年，第 2 案：1921 年，第 3 案：1930
年）の日本版である60）。「製造準則」は総論，原価構
成，原価計算方法（総合原価計算，個別原価計算），
標準原価計算，工業会計の各項目から構成されてい
る。この規程は産業合理化のための原価計算を標榜し
ていたことから，その目的は原価の管理統制にあると
考えられる。そこで，ドイツの原価計算制度をおもに
ベースにしながら，他方では管理型のアメリカの原価
計算，とくに標準原価計算の規定も盛り込んでいた。
「製造準則」は財務管理委員会のメンバーによる原価
計算手続きの明文化に，その業績を評価できる。しか
し，昭和 12年に「製造準則」が臨時産業合理局財務
管理委員会によって公表されたときには，すでに準戦
時下にあり，原価の管理統制よりもむしろ軍需品の調
弁価格決定のための原価計算制度の必要性に迫られ
た。未決定稿の中間報告から決定稿の公表に長い時間
を要したために，産業合理化に基づく原価計算の啓蒙
という「製造準則」が当初企図された目的は，日中戦
争の勃発により激変し，かわりに戦時経済下に有用な
原価計算規程が要求された。
そこで，「検査令」に呼応して，陸軍は昭和 14年 10
月に，「陸軍軍需品工場事業場検査令施行規則」を制
定した。同時に，「陸軍要綱」も制定された。こうし
て，「国家総動員法」に基づく陸海軍の原価計算規程
が強制実施となり，原価計算は産業界において大きな
注目を浴びることになった。
「陸軍要綱」の枠組みの特徴は「検査令」に従い，
調弁価格適正化のための原価計算を規定したことに見
出せる。そこで，総原価が前提となり，ここに利益が
上乗せされ，価格が決定された。また，「陸軍要綱」
と並んで，「適正利潤率算定要領」（昭和 15年 4月 6
日，陸支密 1094号）も公布された61）。
統制経済下では，企業活動の実態を把握しなければ
ならない。このためには，企業内部活動を数値的に計
測する原価計算がどうしても必要であり，原価計算で
企業の実体をとらえ，これを基に経済統制が行われな
くてはならない。すなわち，材料，労働力，諸用役の
消費量そしてその価額，さらには製造された製品の数
量，原価，価格が明確にならなければ，物資計画は編
成できない。
くわえて，自由市場経済下では価格は市場で決定さ
れるが，統制経済下では政策的に設定される。このと
き，設定される価格は適正でなければならないが，い
かに価格を形成するかについては，課題が生じる。統
制経済下では，価格は自己原価と利益の合計から構成
される62）。この自己原価の計算は，統一した原価計算
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制度の下で行われる必要がある。この意味で，原価計
算制度の展開が不可欠であった。
最後に，ドイツ化がもたらした原価計算理論への影
響を付随的に示しておきたい。
昭和 5年ごろまでは外国の翻訳文献と言えば，英米
原価計算文献の翻訳であったが，昭和 5年ごろを境
に，ドイツ原価計算文献の翻訳書やドイツ原価計算文
献を参照して著わされたドイツ系統原価計算文献が数
多く出版されるようになった63）。太田はこれを「ドイ
ツ学派の氾濫」といささか批判的に表現し，この始ま
りは昭和 5年から 6年あたりであるという64）。これは
おおよそ太平洋戦争開戦時頃まで続く。当時，研究者
に翻訳されたり，引用されたおもなドイツ原価計算文
献，関連文献およびドイツ翻訳原価計算文献は，以下
のとおりである65）。
1．E. Schmalenbach, Grundlagen der Selbstkosten-
rechnungundPreispolitik, Leipzig, 1919, 2 Aufl., 1925,
3 Aufl., 1926, 4 Aufl., 1927, 5 Aufl., 1930, 6 Aufl., 1934.
土岐政蔵訳『原価計算と価格政策の原理』東洋出
版社，昭和 10年（第 5版の翻訳）。
山邊六郎解説『（シュマーレンバッハ）価格政策
論』森山書店，昭和 13年（第 6版の翻訳）。
土岐政蔵訳『原価計算と価格政策（上巻）』創元
社，昭和 16年（第 6版の翻訳）。
土岐政蔵訳『原価計算と価格政策（下巻）』創元
社，昭和 17年（第 6版の翻訳）。
2．A. Calmes, Die Fabrikbuchhaltung, 5 Aufl., Leipzig,
1922.
3．B. Penndorf, Fabrikbuchhaltung , Berlin, 1924.
4．M. R. Lehmann, Die industrielle Kalkulation, Ber-
lin−Wien, 1925.
山邊六郎訳『レーマン原価計算』高陽書院，昭和
9年。
5．A. Meir und H. Voss, Grundplan der Selbstkosten-
rechnung (RKW−Veroffentlichungen Nr.61), 3 Aufl.,
Dortmund, 1930．
東京商工会議所訳『原価計算の基礎案』昭和 8
年。
6．E.Kosiol,KalkulationundKostengestaltunginWaren-
handel , Bd.1, Stuttgart, 1931.
7．J. Hellauer, Kalkulation in Handel und Industrie ,
Berlin−Wien, 1931.
久保田音二郎訳『ヘラウアー経営計算論』同文
館，昭和 12年。
8．K. Mellerowicz, Kosten und Kostenrechung , Bd.1,
Berlin−Leipzig, 1933.
9．E.Schmalenbach,DerKontenrahmen,Leipzig,1927,
2 Aufl., 1929, 3 Aufl., 1930, 4 Aufl., 1935.
東京商工会議所訳『勘定体系図表』東京商工会議
所，昭和 6年（第 2版の翻訳）。
土岐政蔵訳『標準工業会計図解』同文館，昭和 6
年（第 2版の翻訳）。
土岐政蔵訳『改訂標準工業会計図解』同文館，昭
和 13年（第 4版の翻訳）。
下記に示した書籍は，昭和 5年から 15年までに出
版されたドイツ系統原価計算文献である66）（価格政策
関連は前掲のとおり）。
昭和 5年（1930）吉田良三『工業会計研究』森山
書店。
昭和 8年（1933）池田英次郎『原価と操業率』日
本評論社。
昭和 8年（1933）吉田良三『原価計算』東洋出版
社。
昭和 10年（1935）吉田良三『工業会計』千倉書
房。
昭和 11年（1936）土岐政蔵『工業会計概論』同
文館。
昭和 11年（1936）中西寅雄『経営費用論』千倉
書房。
昭和 11年（1936）山城 章『経営費用論』同文
館。
昭和 13年（1938）久保田音二郎『原価構成論』
関西学院経営研究会。
昭和 14年（1938）土岐政蔵『原価計算研究（第
1巻）』森山書店。
昭和 15年（1940）木村重義『工業会計』叢文
閣。
昭和 15年（1940）小高泰雄『経営計算論』巌松
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堂。
これらの文献によりわが国にドイツ原価計算理論が
流入し，やがてこれが定着した。これらの文献はわが
国に理論的厳密性を付与することになり，昭和 20年
以降も一大領域を築いた。ドイツ原価計算文献の分野
では，満州事変から日中戦争のころまでがドイツ化の
ピークとして位置づけられる。したがって，先に考察
した「経済史的視点」と「軍事史的視点」で考察した
大まかな流れと軌を一にする。
V むすびにかえて
本研究ノートでは経済史的視点と軍事史的視点を
ベースにして，資本主義経済の修正，総動員思想およ
びアウタルキーから，ドイツ化に特徴づけられる総動
員体制下におけるわが国の原価計算制度の進展を分析
してきた。
冒頭にあげた 4つのドイツ化に至る理由は，本研究
から有益な示唆ができる。
「英米の原価計算文献の研究に飽きた進取の気性を
有する研究者たちは，ドイツ原価計算文献へと研究の
重点を移行していった」については，それまで英米の
原価計算に関する研究が主であり，それに伴う理論が
形成されたが，やがて，ドイツの法体系や経済体制が
研究され始めると，ドイツの原価計算にも注目が集ま
り，ドイツ学派が形成されるようになった。これは学
界だけではなく，実業界においても同様な状況が生じ
た。例えば，東京商工会議所が発刊した産業合理化資
料や商工調査に数多くのドイツの現状分析が含まれて
いるのは，その好例である。
「理論的厳密さが，わが国の国民性に適合した」に
ついては，直接の回答ではないかもしれないが，切迫
した諸事態を打開する方法論は同じ状況に直面し，そ
れを解決してきたドイツの方法論に求めた。
「わが国が大陸侵略化政策を取ったために，英米と
の仲が険悪となり，そのかわりに同じ路線を目するド
イツときわめて親密になった」については，ドイツが
構想するアウタルキー思想を日本が摂取し，アウタル
キーを確立するために日本も経済ブロック圏の確立を
画策した。ドイツは各国に国境を接しているところか
ら，有事の際には資源の自給を確保しないと，戦争が
継続できない環境にあった。日本も同様に資源のない
国であり，有事の際の資源確保を考えなければならな
かった。
「ドイツの経済環境とわが国の経済環境が似ていた」
については，ドイツ経済との相似性であるが，ドイツ
を除くとアメリカ，イギリス，フランス，ソ連などを
モデルにする選択肢があったと思われるが，資本主義
体制をベースにし，しかも非民主的かつ全体主義的な
ドイツの経済体制がモデルとされた。
もちろん，本稿では考察していないが，すべてドイ
ツを模範としたわけでなく，一部は捨象されたり，強
化されたりしたとも思われる。
結局，不況の克服と戦争遂行のための基盤をドイツ
の経済体制に求めたがゆえに，すなわち模範としたが
ゆえに，その俎上に乗せる原価計算体制もドイツを模
範にする必要があった。そこで，ドイツ原価計算の研
究が進み，導入，定着が試みられ，結果としてドイツ
の考え方をベースにした原価計算制度が構築されたと
結論づけられる。
すると，これまで，私は「検査令」によって制定さ
れた「陸軍要綱」と「海軍準則」は「それぞれ原価計
算方法が異なり，陸軍海軍の両方に物資を納入してい
た軍需品工場事業場主が不便であるから，一本化され
た」との見解をとってきた。これは今回の視点から考
察すれば，工場事業場主が不便であったことも事実で
あるが，本質的にはそれ以上に政府が政策を実行する
ためにより不便であった点は見逃してはならない。し
たがって，両規程の一本化は戦争遂行のために国家総
動員体制の下で，軍需物資動員を計画・遂行する一手
段として原価計算規程を統一するという国家的なプロ
ジェクトの産物であったと考えるべきである。すなわ
ち，明らかに国家総動員体制の下で 2元的なシステム
は不効率であり，したがって，統一したシステムで原
価計算を行うことが，国家統制機構構築上必要であっ
たと解せる。
もともと，理論形成史研究の後，制度史研究を始め
た理由は制度の考察を通じて原価計算と社会的経済的
背景を明らかにすることであり，さらには原価計算の
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持つ社会的側面を考究することであった67）。本研究
ノートの試みによって，その一端を提示できたと思え
る。
本研究ノートはわが国原価計算のドイツ化を説明す
る基礎史料をそろえただけであり，大きく柳澤『戦前
戦時日本の経済思想とナチズム』に準拠した。本研究
テーマについて，私自身うまく整理できていない部分
も多い。今後，この議論を精緻化し，これをベースに
ドイツ原価計算制度を源流とする原価計算制度の系譜
を解明していきたい。
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筒井清忠編集『新昭和史論――どうして戦争をしたのか
（ウェッジ選書）』ウェッジ，平成 23年。
東亜連盟協会関西事務所編，『石原莞爾述「世界最終戦論」』立
命館出版部，昭和 15年。
仲正昌樹『日本とドイツ二つの全体主義「戦前思想」を書く
（光文社新書）』光文社，平成 18年。
永田 清編訳『戦争と経済』日本評論社，昭和 16年。
難波三十四『国防科学叢書 22 防空』ダイヤモンド社，昭和
17年。
日満財政経済研究会編『ナチス経済法』日本評論社，昭和 12
年。
日満財政経済研究会訳『フィッシャー準戦経済ト戦時経済』
日満財政経済研究会，昭和 12年。
野口悠紀雄『1940年体制（増補版）――さらば戦時経済』東
洋経済新報社，平成 22年。
三輪公忠『再考 太平洋戦争前夜』創世記，昭和 56年。
三輪芳朗『計画的戦争準備・軍需動員・経済統制――続「政
府の能力」』有斐閣，平成 20年。
樋口正徳『経済新体制の指標』朝日新聞社，昭和 16年。
防衛庁防衛研修所戦史室『戦史叢書［9］ 陸軍軍需動員（1）
計画編』朝雲新聞社，昭和 42年。
防衛庁防衛研修所戦史室『戦史叢書［33］ 陸軍軍需動員（2）
実施編』朝雲新聞社，昭和 42年。
本位田祥男『統制経済の理論』日本評論社，昭和 13年。
本間正人「調達会計史序説（その 1）」『産業経理』第 70巻第 1
号，平成 22年 4月。
松岡均平『国を挙げて産業合理化に邁進せよ』マネジメント
社調査部，昭和 5年。
松本雅男「ドイツに於ける戦時価格統制（調査研究第六十三
輯）」彦根高等商業学校調査課，昭和 13年 2月。
松本雅男「ナチス統制価格の基準（調査研究第六十輯）」彦根
高等商業学校調査課，昭和 13年 7月。
森 靖夫『日本陸軍と日中戦争への道――軍事統制システム
をめぐる攻防』ミネルヴァ書房，平成 22年。
柳澤 治「日本における「経済新体制」問題とナチス経済思
想――公益優先原則・指導者原理・民営自主原則」『政経論
叢』第 72巻第 1号，平成 15年 10年。
柳澤 治『戦前・戦時日本の経済思想とナチズム』岩波書
店，平成 20年。
柳澤 治「ナチス期における価格政策の展開」『政経論叢』第
78巻第 3・4号，平成 23年 4月。
山崎志郎「太平洋戦争後半期における動員体制の再編――航
空機増産体制をめぐって」『商学論集』（福島大学）第 59巻
第 4号，平成 3年 3月。
山崎志郎『物資動員計画と共栄圏構想の形成』日本経済評論
社，平成 24年。
山室信一『複合戦争と総力戦の断層――日本にとっての第一
次世界大戦（レクチャー第一次世界大戦を考える）』人文書
院，平成 23年。
吉田豊彦『軍需工業動員ニ關スル常識的説明』水交社，昭和 2年。
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＜冊子＞
「国防上に於ける帝国陸軍 神道護国連盟叢書第参輯」神道護
国連盟，昭和 8年。
「国防上より見たる日満支の関係」陸軍省新聞班，昭和 11年。
「国防の本義と其強化の提唱」陸軍省新聞班，昭和 9年。
「ナチス・ドイツの価格統制」生産拡充研究会調査部，昭和 15
年。
「物価統制実施要綱」宮崎県物価統制協力会議，昭和 14年。
＜全集＞
ドイツ戦時経済叢書（全 10巻）
本領信治郎訳『ドイツ戦時経済叢書 第 1－10』日本電報通信
社出版部，昭和 17年。
第 1 戦争と工業動員（ドイツ景気研究所）
第 2 経済の国防力（ドクトル・ユウリス，エルンスト・ホッ
ホ）
第 3 国防経済の原理（オットー・コルフェス）
第 4 作戦と戦争経済（クルト・ヘッセ）
第 5 戦時経済下の労賃と企業利潤（オットー・シューベル
リッヒ）
第 6 戦時経済下の人口問題（ゴットホールド・ミュール
ナー）
第 7 戦時経済下の価格形成（ドクトル・マイエル）
第 8 戦争と財政（ヘルマン・パントレン）
第 9 戦争経済思想（クルト・ヘッセ）
第 10 イギリス領近東の経済的価値（F. W.フェルナウ）
日本統制経済全集（全 10巻）
第 1巻 向井鹿松『統制経済原理』改造社，昭和 8年。
第 2巻 笠 信太郎『通貨信用統制批判』改造社，昭和 9年。
第 3巻 河合良成『価格統制論』改造社，昭和 8年。
第 4巻 井藤半弥『統制経済財政論』改造社，昭和 8年。
第 5巻 高橋亀吉『日本経済統制論』改造社，昭和 8年。
第 6巻 有沢広巳『産業動員計画』改造社，昭和 9年。
第 7巻 土方成美『統制経済政治機構』改造社，昭和 8年。
第 8巻 小島精一『日満統制経済』改造社，昭和 8年。
第 9巻 猪俣津南雄『統制経済批判』改造社，昭和 9年。
第 10巻 向坂逸郎『統制経済論総観』改造社，昭和 9年。
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